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第１章　生態経済学（Ecological Economics）からみた持続可能性
持続可能な発展（開発）という言葉は，1987年国連の「環境と開発に関する世界委員会（ブル
ントラント委員会）」の報告書「地球の未来を守るために（OurCommonFuture）」で使われ，ク
ローズアップされることになった。そこでは「将来世代のニーズを損なうことなく現在の世代のニ
ー ズ を 満 た す こ と 」 と い う 定 義 に な っ て い る。 こ れ を 受 け て 環 境 経 済 学（Environmental
Economics）者のPeace,MarkandyaandBarbier（1989）は持続可能性を次のように定義している。
「広義の解釈―現代の世代は，前の世代から受け継いだ人工資産と環境資産から成る富のストック
を，自分が受け継いだときを下回らないように次の世代に引き継ぐべきである。狭義の解釈―現在
の世代は，前の世代から受け継いだ環境資産のストックを，引き継いだときを下回らないように次
の世代に引き継ぐべきである」。
生態経済学（EcologicalEconomics）者のDaly（1991）はマクロ経済はより大きな自然生態系の
中の開放サブシステムであるとして，図１のような経済社会のイメージを提示した。
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図１　地球の閉鎖生態系と経済システム
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経済サブシステムは２つの局面でエコシステムとつながっている。一つは生態系からの資源の取
り込みであり，もう一つはさまざまな物質の生態系への排出である。エコシステムが毀損されるの
は，この２つの局面であり，これらを包括して地球環境問題と呼んでいる。
デイリーは人間中心主義的最適状態を「人間の追加的な人工資本の限界便益が人間が犠牲にする
自然資本の限界費用に等しい点で成長する規模に経済規模を拡大すること」とし，それに対して自
然中心主義的な最適状態を「他の生物種は人類の道具としての価値と独立した根源的な価値を持っ
ているので，他の種やその住処が生態系の衰弱や累積的な劣化を避けるのに必要なレベル以上に，
そして人間にとっての道具として最も便利な点を越えて保全される」と定義している。
本稿では，生態系や自然資源の不可逆性や代替困難な性質の一般性を考慮した上で，大気，水，
森林などの自然ストックの質と量が，人工資本で代替できるものを除いては一定に保たれる中で経
済発展することを持続可能性と考えたい。
第２章　持続可能な発展の前に立ちはだかるもの
ブルントラント委員会の報告の５年後には地球サミットが行われ，先進国の地球環境問題への意
識は大いに高まりを見せた。ではその後地球環境問題は解決の方向をたどっていると言えるだろう
か。中には1988年のモントリオール議定書により2010年にオゾン層を破壊する特定フロンが全廃
されたとか2013年に新規鉱山開発の禁止や貿易管理を含む「水銀に関する水俣条約」が採択され
たといった成果も見られるが，環境に関する多国間条約（MEAs：MultilateralEnvironmental
Agreements）が必要とされるような地球環境問題の多くについては残念ながら十分な成果を上げ
るに至っていないと言えるだろう。
その代表格が地球温暖化問題である。1997年の京都議定書によって，2008～2012年までの第一
約束期間について先進諸国には法的拘束力のある排出削減枠が課されたが，その後2020年までは
先進国についても自発的な削減目標の追認に留まっており，COP21で採択されたパリ協定におい
てもそのような路線に変更はなかった。経済産業省（2015）によると，2012年における主要国の
温室効果ガス排出量は1990年比1で，１位の中国が2.76倍，２位の米国が+4.3%，３位のEU28が
－19.2%，６位の日本は＋8.8%とEU以外についてはこの間温室効果ガスの削減を実現できていな
い。
日本では2012年10月から「地球温暖化対策のための税」が導入された。いわゆる環境税（炭素
税）である。しかし環境省（2015）によると温室効果ガス排出量は2012年度の13億9,000万トンに
1 1990年は京都議定書第一約束期間の基準年である。京都議定書では2008～2012年の温室効果ガス平均
排出量が1990年比で，EU15が-8%，米国が-7%，日本が-6%と定められた。米国は途中で京都議定書か
ら離脱し，日本も第一約束期間の排出枠達成が危ぶまれたが，リーマンショック後の景気後退により排出
量が減少し，また森林の吸収能3.8%，京都メカニズムによるクレジット取得を加えて排出枠をなんとか
クリアした。
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対して，2013年度は14億800万トンとむしろ増加している。東日本大震災後，全ての原発が停止し，
それを火力発電で代替した影響もあるが，そもそもこの税の税率が極めて低いことにも原因がある。
導入当初は低めの税率，つまり2016年４月からの最終的な税率の約３分の１の税率に留まってい
るからということもあるだろう。しかし環境省が最終的な税率で目指す目標についても，2020年
において1990年排出量の約－0.5％～－2.2％のCO2削減効果（環境省（2012））であり，京都議定
書第一約束期間の排出枠と比較すれば，目標自体もかなり控えめなものであることがわかるだろう。
環境経済学では環境問題は生産・消費に伴って生じる外部不経済性と捉えられており，これを内
部化することによって社会的に最適な環境レベルが達成されると考える。内部化の手法として環境
税や排出権取引といった経済的手法が考えられる。温室効果ガスのように排出源が多岐にわたるよ
うな問題については特にこのような経済的手法の有効性が高いとされてきた。日本の環境税もまさ
にこのような理論を制度化したものであるが，現在のレベルでは温室効果ガス削減策の主力とは成
り得ていないと言わざるを得ない。
日本では，1993年環境基本法が制定され，「経済的措置」という文言が盛り込まれた。環境省は
この方向性に則ってその後20年越しで温室効果ガス削減のための環境税の導入を主張してきたが，
この制度については1990年代から常に経済界の強力な反対にさらされてきた2。そのことが制度設
計に大きく影を落としているようにみえる。
環境経済学ではどのような政策をとれば資源配分の効率性が達成されるのかということについて
はある程度解明が進んできたが，より大きな問題はむしろその政策を政府によっていかに実現させ
るのかという政治過程にあるのではないだろうか。しかし環境や持続可能性についての社会科学に
おいて政治過程についての方法論の構築はまだまだ未発達である。
第３章　グローバリゼーションの中で
戦後ブレトン＝ウッズ体制・GATT 協定下で少しずつ進行してきた貿易と資本の自由化は，
GATTのウルグアイラウンド以降一層複雑化，深化し始めた。ちょうど1980年代後半に地球環境
問題についての関心が世界的に高まった頃である。GATT（1992）は1992年の年次報告書で環境と
貿易についてのGATTの立場を明らかにした。貿易理論においても外部不経済性と貿易の関係に
ついての考察が行われた。これらによれば，環境問題のような外部不経済性をあらかじめ各国が内
部化した上で貿易を行えば，貿易を自由化しても，環境に与えるデメリットよりも貿易自由化によ
るメリットのほうが必ず大きくなるというものであった。3しかし前章で述べたように，一部を除い
て先進国でさえ自国内の環境の外部性の内部化に成功しているとは言い難い状況である。外部性を
内部化しないまま貿易を自由化すると，例えば外部不経済効果を伴う生産過程を持つ輸出国の環境
2 例えば朝日新聞2009年10月22日朝刊によると「経済産業省の税制改正要望の聞き取りで，民主党が掲
げる地球温暖化対策税（環境税）の導入について，産業界から反対意見が続出した。」
3 詳しくは島本（2010）第３章を参照のこと。
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は貿易自由化によって悪化するなど，資源配分の効率性を損なうことになる。
にもかかわらずグローバリゼーションが歯止めなく進行するのはなぜなのか。そこでもまた政治
過程の問題が深く関わっていると考えられる。
政治学者のGilligan（1997）は，なぜ米国で貿易自由化が進んでいくようになったかということ
を貿易政策についての政治過程から考察している。米国では20世紀初期まで，特に議会で保護主
義の風潮が強かった。しかし1934年の互恵通商協力法（他国が米国に関税上有利な待遇を与えた
場合，その国からの輸入関税を50％の範囲で引下げる権限が大統領に与えられる）の制定後，貿
易自由化が強力に推進されるようになった。これを主に集合行為（CollectiveAction）論から説明
している。集合行為論では，一般に限られた人々に厚い恩恵を与える政策を求める政治的圧力のほ
うが，多くの人々が少しずつ恩恵を受ける政策を求める政治的圧力よりも強くなると考える。利益
が薄く拡散すると人々の政治的な行動に結び付きにくく，逆に集団のメンバーには利益があり，メ
ンバーでなければ利益がない，というような排他的な利益が集団的行動をとる上で優位性を持つと
いう理屈である。
米国が一方的に関税を引き下げる場合，それによって安い外国製品を享受できる消費者は利益を
受け，逆にそれと同じ製品の国内産業は不利益を被る。この時後者のほうが小さなグループなので
政治的行動がしやすく，議会にロビー活動を行い関税引き下げを阻止しようとする力が消費者の自
由化利益の要求を上回るため，かつては保護主義的であったとみられる。
しかし1934年に互恵通商協力法ができ，自国が関税を引下げると相手国側も関税引下げを行う
構造になってきたため，相手国の関税引下げ品目を輸出する米国の産業はその利益を集中的に享受
でき，強力なロビー活動を行うようになったと考えられる。相互性のある貿易協定を結ぶことによ
って，米国では保護主義的な勢力よりも，貿易自由化を要求する勢力のほうへ政治的パワーバラン
スがどんどん傾いていったというのがGilliganの分析である。このような輸出産業と輸入代替産業
のパワーバランスの変化は，世界的にも生じてきたと考えられる。1947年のGATT成立以降，相
互的な関税引下げ交渉が繰り返し行われ，それによって輸出産業の利益が上積みされ，加盟国国内
の輸出産業の政治的パワーが優位性を増していったのではないかという仮説が成り立つ。
グローバル化の中で，経済学が市場における資源配分の分析に集中している間に，脈々と進行し
てきた政治・経済過程のもう一つの側面はグローバル企業の巨大化である。特に資源産業は生産過
程が生態系からの資源の取出しに関わることから，生態系の持続可能性に大きな影響を与えるにも
かかわらず，外部性に対する配慮に欠いたグローバル化の推進役となることも多い。
資源メジャーが貿易自由化の政治過程に深く関与してきたことはさまざまな資料から裏付けられ
る。例えば，米国の通商代表部のレポート（USTR（1999））に「米国の紙パルプ，製材産業を含
めた林産物産業が（ウルグアイラウンドの：著者註）相互的関税撤廃を提案した第一の産業部門で
あった。この産業の代表者は，その時高い関税や非関税障壁に直面していた米国の林産物の生産者
や輸出業者のために，世界的なグラウンドを平らにすることを望んで，米国政府の貿易担当局にこ
のことを提案した」という記述がある。つまりGATTウルグアイラウンドで最も関税引下げを熱
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心に申し入れたのは林産物業界であったということである。また久野（2012）によると，TPPに
ついても2010年に「TPPのための米国企業連合」が形成され，その中には農業・食品系の多国籍
企業カーギル（穀物商社），ウォルマート（スーパーマーケット），モンサント（農薬・遺伝子組み
換え種子），クラフトフーズ（食品）などが名前を連ねたという。しかも日本政府のTPP交渉参加
への意向表明に関する米国通商代表部の意見公募に寄せられた115件の意見書（12年１月）のうち，
農業・食品関連が４割を占めたということで，この数字をみてもアグリビジネス業界がTPPを利益
機会と捉えていることが明らかである。
この背景には資源メジャーのビジネスモデルがあると考えられる。Schmitz（2010）は「例えば，
モンサント社の1966年の年次報告書は，米国の農業政策が農産物の過剰の制御から生産量の増加，
つまり農場化学物質への需要を増加させる動きにシフトしてきた，と記している。企業の目標はよ
り多くの生産，より安い農産物価格，より少ない農業労働者であった」と述べている。オーソドッ
クスな経済理論においては寡占企業は競争市場より価格を高めに設定することによって超過利潤を
得るとされる。しかし上記のビジネスモデルは正反対である。このことは寡占理論が静学的なのに
対して，むしろ資源メジャーの経済行動は動学的に捉えるべきことを示している。一次産品は価格
弾力性の低い需要曲線に直面するため，生産拡大にした時にすぐに市場が飽和するとともに低価格
に悩まされることは開発経済学の分野ではよく知られている。また資源産業は高付加価値化が難し
い産業である。そこで貿易自由化を政治家に働きかけるなどの政治的働きかけも伴いながら常に新
たな市場開拓によって需要の絶対量を増加させ，低価格商品の薄利多売によって価格競争に打ち勝
って利潤拡大を図り，同時に生産資材の販売も拡大するいう戦略をとることになる。フロンティア
な市場が存在する限り，この戦略は資源産業にとっては合理的なのである。4穀物メジャーについて
振り返れば，戦後の公法480条による食糧援助をてこにした市場開拓，日本や途上国の肉食化によ
る飼料穀物の輸出戦略，近年ではバイオエタノールや遺伝子組換え種子と農薬のセット販売とさま
ざまなビジネスモデルが繰り出されてきた。
しかし時に他国の伝統的な市場を奪い，市場を押し広げながら生産拡大を競うこのビジネスモデ
ルは生態系への負担が大きい生産方法を伴う事が多い。しかも巨大化した資源メジャーについて一
国の政府がコントロールすることが難しくなりつつある。従って持続可能は発展を考える時，資源
メジャーの市場開拓にまつわる政治過程をどう制御すべきか，またすることができるのか，という
点が非常に重要なのである。
第４章　企業のレントシーキングとロビイング
企業が政治過程も伴いながらグローバル化を推進し，一層外部不経済性が拡大していく中で，ど
4 製造業や第三次産業であれば，一定の市場であっても，モデルチェンジや新製品の開発などによって市
場が一掃され，新たな市場が生まれる。従って市場の外延的拡大とともに，研究開発から生み出される高
付加価値化によるシュンペーターレントの奪取も目論まれる。
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のようにそれを持続可能な発展に収束
させていくのか。そのためには企業の
政治行動をコントロールする方策を考
えざるを得ない。そこで経済学でこれ
まで行われてきた企業の政治過程につ
いての分析をフォローしてみよう。
第１節　レント，レントシーキング
従来，経済学は市場における資源配
分 を 分 析 対 象 と し て い た。 し か し
1960年代以降市場の外での，特に政
治的行動を経済学的に分析する公共選
択という分野が盛んになった。その中
でレントシーキングと呼ばれる行動に
ついて多くの研究が行われるようにな
った。
加藤（2004）によると，レントとは「通常の経済活動から得られる所得よりも高い追加的な収
入」と定義される。超過利潤と訳されることもある。公共選択論では，このようなレントを得たい
人々が政府や官僚に働きかけることによって新たな制度を生み出し，自分の活動環境を有利なよう
に変えていく行動をレントシーキングと呼ぶ。そしてこの行動に希少な資源を投入することは，経
済学でいう資源配分上非効率であると考えるのである。初期の議論は主に独占と関税による市場の
歪みを対象としたものであった。
それよりも以前から独占による社会的厚生の損失を算出しようという試みはすでに行われていた。
独占企業は競争市場におけるよりも高い価格設定を行うことで超過利潤を得ることができるという
ものである。しかし同時に高い価格によって財への需要が減少し，死重的損失をもたらす。
Harberger（1954）やSchwartzman（1960）はこの死重的損失（図１の斜線部）を独占による社会的
費用と考え，それぞれ実証分析を行った。
しかし，Tullock（1967）は参入障壁や関税によって生み出された死重的損失のみならず同時に企
業にもたらされる超過利潤（図１の格子部）つまりレントも社会的費用であると論じた。参入障壁
等による独占的な価格形成によって得られるレントを独占レント，政府の政策によって設定される
関税や課税5によって発生するレントを移転レントと呼ぶ。そしてKrueger（1974）はレントシーキ
ング活動というのはしばしば競争的であり，レント獲得のための競争に資源が投入されると考えた。
独占又は課
税後価格
価格
Q20 Q1
競争価格
需要曲線
数量
図２　タロックのレントの定義
出典：Tullock(1967)に筆者が加筆
5 輸入関税については輸入財に課税することによって，国内の生産者にレントが移転する。国内の課税に
ついては，課税された生産者の負担金が他の部門に補助金などの形で移転する。
83
持続可能性のための政治経済学に向けて
ということはレントシーキング行動からの報酬は，さらなるレントの獲得のために非生産的な活動
に費消される可能性があるのである。後にBhagwati（1982）はこの概念を関税回避や輸入ライセン
スによるプレミアム追求などの行動にも拡張し，直接的非生産的（DirectlyUnproductive（DUP）
行動と総称した。
第２節　さまざまなレント
KahnandSundaram（2002）は前節のレント以外に次のような種類のレントを紹介している。天
然資源の所有権や利用権は一次産品に生産コスト以上の販売価格をもたらす。販売価格から生産費
を差し引いた部分を資源レントという。天然資源レントはいわば天然資源の価値を体現するもので，
天然資源がオープンアクセスになるとレントなしの価格で収奪されて資源枯渇を招く。つまり天然
資源レントは資源の最適利用を可能にする。一方で，資源メジャーなどが資源の利用権を独占し，
それがさらなるレントシーキングの原資となった場合，政府による利用権の乱発を引き起こし，資
源枯渇を早める可能性もある。
新製品を開発した場合，他社がキャッチアップするまでは独占的に販売することができ，レント
を獲得することができる。また従来より費用を節約した生産方法を他社に先んじて開発した場合，
他社がギリギリ生産可能な供給価格で市場価格が決まる。この時先進的な企業は市場価格から生産
費を差し引いても余剰が生じる。これらをシュンペーターレントという。
また発展途上国の場合，先進的な技術を海外から習得するのにある程度時間がかかる。キャッチ
アップするまでの期間政府が補助金を出して，海外製品との価格競争に負けないようにサポートす
る場合がある。このような補助金を学習レントと呼ぶ。
企業の経営陣の報酬自体も一種のレントと捉えることができる。役員報酬は，企業の収益から固
定資本や原材料，労働といった生産に関わるあらゆる投入コストを差し引いた残余である。この残
余は経営陣のマネージメントにより発生したものであるから，マネージメントレントと呼ばれる。
類似の概念として金融機関が融資した企業から利子支払を受けることの意味合いについて，経営の
モニタリングへの対価であると考えれば，これはモニタリングレントと呼ぶことができる。これら
についても天然資源レントと同様に，適正な経営や金融機関の先導がプラスになる場合がある一方，
企業からの収奪になってしまう場合もあると言える。
第３節　レントは悪者か
初期の議論はレントを非効率な資源配分と捉え，企業の独占や政府によるさまざまな規制がレン
トを生みだす原因であるとして，規制緩和や貿易自由化を推進する論拠とされ，新自由主義を後押
しする潮流となった。しかしその後，発展途上国の経済発展についての研究領域ではやや異なった
趣のレント分析が展開されるようになった。なぜならば先進国からの新自由主義的な改革の要求が
必ずしも途上国の経済発展につながらなかったのではないかという問題意識があるからである。も
っとさまざまな種類のレントに目が向けられ，経済発展の足を引っ張る汚職の類義語としてのレン
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トシーキングではなく，レントが経済発展を後押ししているという研究も発表されるようになった。
カーン・サンダラム（2007,p119）では実例として韓国における学習レントやマレーシアにおける
マレー系に対する移転レントなどを紹介している。
第４節　レントシーキングについての研究の進展
とはいえ先進国において，市場の失敗がなければ資源配分は市場によって効率的に配分され，政
府は市場の失敗の是正や教育や社会保障といった社会的目的のために所得再分配を行うという古典
的な経済システム像はもはや現実的とは考えられにくい。むしろ今や大企業や産業セクター，
NGOなどさまざまな利害関係主体がその財力や政治力を持って政治家に働きかけ，それに応じる
ために政治家が官僚を動かしさまざまな制度をつくる。それによって構築された新たな制度により
レントの移転が生じたり，市場による資源配分が変更されたりするという，規範性が大幅に毀損さ
れた政府と経済システムのほうが現実的である。そういった利益団体の一連の行動の中で，政府へ
のレント目的の働きかけがレントシーキングであり，これによって却って市場の効率性が奪われた
り，政府の規範性が失われたりしている。
従って，市場の効率性や政府の規範性を取り戻すためにはレントシーキングの蔓延を抑制しなけ
ればならない，という考え方が先進国経済については一般的である。1970年代以降，このような
認識に基づいてレントシーキングについてさまざまな角度から分析が加えられ，それが公共選択論
の一翼を担ってきた。
まずレントシーキングの社会的費用の規模はどの程度なのかを算定する多くの研究が行われた。
Rosal（2011）はこれらの実証研究を大きく３つに分類して紹介している。この論文に基づいてさま
ざまなレントシーキングコストの算定の仕方についてみておこう。
一つ目の推定方法は，図１の斜線部と格子部を推定する方法である。例えばKreuger（1974）は
インドとトルコの間の輸入割当のレントを推計した。Posner（1975）はアメリカの非競争産業の独
占レントを推計した。CowlingandMueller（1978）はタロックの長方形は独占の社会的費用を過少
評価していると考えた。彼らは広告投資はレントシーキングの社会的費用に入るとして，アメリカ
とイギリスの大企業の広告費を算定した。Tarr（1994）はポーランドで社会主義が崩壊する前後の
年の自転車とテレビの価格から規制価格によるレントを算出した。Salhofer（2000）はオーストリ
アの農業振興策のためのレントを算出した。Jarvis（2005）はブラジルのコーヒーに対する輸出割
当による輸出収益の増加をレントとして算定した。6
二つ目の方法はレントシーキングの社会的費用と見込まれる支出の内容を特定することによって
6 これらのほとんどの研究はレントは全額非生産的な活動に浪費されるという前提で推定を行っており，
その結果レントの額が莫大なものになった。しかしこのレントの散逸率を推定する研究もある（Lopez
andPagoulatos（1994）,HazlettandMichaels（1993）など）。これらの研究によるとレントの散逸率は0.2%
～67%と推定されている。
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算出する方法である。Tullock（1988）は法的手続きのコスト，闇の経済活動，ロビイングへの支出
などの算定はレントシーキングの社会的費用の直接的な推定になるとしている。Lamb（2006）は
PAC（PoliticalActionCommittee）7への献金データを使ってレントシーキングの社会的費用の産業
レベルの分析を行った。カリフォルニアのアボカド産業がメキシコからの輸入を阻止するために支
出した1997～2000年のPAC 献金を含むロビイングへの支出は60万ドルであった。Labandand
Sophoclens（1992）はレントシーキングの無駄は富や所得の再分配活動によってもたらされると考
え，非交換的な移転を促進または抑止するために投資された資源を足しあげた。具体的には犯罪抑
止，防衛，カギや防犯警報器，セキュリティについての商売と制度的投資，所有権についての係争，
保健，ロビイングなどである。KatzandRosenberg（1989）は政府の移転がムダと国民所得の引下
げを引き起こしていると考えた。政府の予算の変化はレントシーキングの結果であるから，予算配
分の変化をレントシーキングの社会的費用として算定した。SobelandGarrett（2002）は直接的な
レントシーキング支出である選挙支援等の贈与に，利益団体が政治過程を変えさせようとする投資
を間接的なレントシーキング支出として加えるべきだという。このような活動は33種類に及び，中
には金融や専門家や宗教や労働関係の団体，食堂，個人サービス，公共ゴルフ場，印刷，出版，新
聞，定期刊行物，ラジオ，テレビ，広告などが含まれる。これらが首都に，同規模の他都市より多
く存在するのはレントシーキング活動を反映した資源の誤配分であると考え，それらを1992年の
アメリカの経済センサスデータから算定した結果は152億ドルであった。
三つ目の方法は個々の社会的費用の数字を算出するのではなくレントシーキングのマクロ経済活
動への影響に着目する。生産的な活動からレントシーキング活動に資源が振り向けられると経済成
長が阻害されるという考え方である。Mageeetal.（1989）は富の再分配活動の経済成長にへの負
の影響に着目した。34か国の弁護士の数と一人当たり所得の成長率に有意な負の相関関係がある
ことを実証した。Mauro（1995）は官僚組織の効率性，汚職，司法制度の効率性，政治的安定性の
指標を68か国について整備し，クロスセクション分析によって，GDPが官僚組織の効率の高さと
汚職の少なさと高い相関関係にあることを示した。ColeandChawdhry（2002）は1980-90年の州の
パネルデータ分析によってレントシーキング活動が州の経済成長率に負の影響を与えることを示し
た。
以上のようにさまざまな手法でレントシーキングの規模やその影響についての定量的な分析が行
われた。他方でレントシーキングが社会的費用を生み出しているという認識に基づいて，どのよう
なシステムによってこの行動を制御できるか，という問題についての理論的分析も大きな潮流とな
った。
まずレントの獲得額が同じであるときレントシーキングに投入される，つまり浪費される献金額
7 アメリカにおいて企業や労働組合，業界団体，政治イデオロギー・グループなどが，特定の政治家を支
援するためにつくっている政治資金調達機関。企業などが直接に献金すると違法となるため，その規制を
くぐり抜けるための組織である。（『ブリタニカ・オンライン・ジャパン』より）
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が少ないのはどういう場合かという点について一連の研究の流れがある。この議論はレントの効率
性と呼ばれている。Tullock（1980）は一連の研究のベースとなるモデルを提示し，レント獲得額が
一定の時，レントシーキングを行う参加者の数が増えるほど，一人当たりの最適な献金額は減少す
るが，総献金額は増加することを証明した。これはつまりレントシーキングの社会的費用はレント
シーキングへの参加者が増えるほど大きくなるということを意味する。
その後レントシーキングは個人がバラバラに行うというよりも，むしろ団体ごとに行うという想
定のほうが現実的であることから，レントシーキング団体のあり方とレントシーキングの効率性に
ついて分析されるようになった。Nitzan（1991）はその社会の人口とレント獲得額が一定の場合，
団体内の獲得レントの分配ルールによって団体の規模がレント獲得の優位性に与える影響が異なる
ことを指摘した。団体内での獲得レントがメンバーのレントシーキングへの献金額に比例して分配
される場合，団体内でのフリーライドが起こらないと考えられる。団体としての支出額が多いほう
がレント獲得に有利なため，団体の規模が大きいほどレントが確実に獲得できる。しかし，獲得レ
ントがメンバーに平等に分配される場合，メンバーが多くなるとフリーライドが起こりやすくなる
ため，団体としてのレントシーキングへの献金額は団体が小さい方が多額になり，レント獲得も有
利になる。これは集合行為論で示されたことと一致している8。MünsterandStaal（2012）はこれに
加えて団体内でもレントシーキングが起こる場合をモデル化している。団体内でのレント獲得が献
金額に大きく影響される場合，一定の総人口において団体数が少なければ団体内でレントシーキン
グが起こりやすい。他方で団体としてのレント獲得が団体としての献金額に大きく影響される場合，
団体数が多いほど団体間でレントシーキングが起こりやすいとした。また生産的な行為とレントシ
ーキングへの献金がトレードオフの場合，生産における生産性が高ければレントシーキングは減少
するということも証明した。
これらを総合すると，レントシーキングへの投資がレント獲得に影響力が大きい場所でレントシ
ーキングはさかんになるが，レントシーキングへの参加者が増えるほど，それによって浪費される
社会的費用は大きくなるということになる。
ではレントシーキングの発生を抑えるにはどのような体制やシステムがよいのか。専制君主によ
る独裁制か議会民主制のどちらがよいか，という命題についてCorchón（2008）によると過去の研
究では，イギリスやオランダの良好な経済パフォーマンスはレントシーキングの少ない議会制のお
かげであるとするノースの研究やブキャナンとタロックやオルソンのように議会はレントシーキン
グ活動を促進することがあり得るという研究もある。Corchón（2008）は，企業が生産的な活動と
議会へのレントシーキング活動への資源投入のどちらかを選ぶとした時に，企業の生産性が高く生
8 集合行為問題は広く認知されているが，中にはこれに対抗するモデルを構築する研究もある。
Cheikbossian（2012）は団体間にレントシーキング競争がある場合，大きな団体においてメンバーがフリ
ーライドすることで将来被る不利益が大きければ，団体内でお互い協力し合うことが最適戦略であるとし
た。しかし将来被る不利益は往々にして本人ではなく将来世代に降りかかるということや将来の不利益が
リアルに想定できないのが現実社会である。
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産的な活動に勤しむならば，レントシーキングは低調になり議会は企業の生産活動を後押しするが，
レントシーキング活動による報酬が魅力的であれば，独裁制の時以上に議会へのレントシーキング
が活発化するというモデル分析を行った。しかし独裁者の行動如何によってはレントシーキング以
外の社会的費用が発生する可能性もあるということを考えると，政治の決定権を誰が持つかによっ
て決定的に資源の浪費を抑える制度はないということになるだろう。
誰がレントを獲得するのか多数決で決めるというルール自体がレントシーキング支出を増加させ
ている分析もある。Lockard（2003）はレントシーキング参加者の中から抽選でレント獲得者を決
めるというルールのほうがレントシーキングへの支出を低く抑えることができることをTullock
（1980）型のモデルで示した。これは一見荒唐無稽なシステムであると捉えられるかもしれないが，
彼によれば古代ギリシャ時代のアテネやルネサンス期のベネチアやフィレンツェでは行政官のポジ
ションを抽選で決めていたという。前述の研究からも，レントシーキングが活発化するのはレント
シーキングに力を入れれば入れるほど見返りが大きいような場合であることが浮彫りになった。従
って，レントシーキングの結果に任意性を持たせるような制度の構築が望ましいということはいえ
るだろう。
第５節　ロビイングについての分析
以上のように経済学においてレントシーキングについての数多くの研究が行われてきた。一方で
レントシーキング活動とは実際は具体的にどのような活動なのかという分析は経済学というより政
治学の領域といえるだろう。国や地域によってレントシーキング活動の中身はさまざまと考えられ
るが，アメリカではロビイングがレントシーキング活動の代名詞となっており，ここでは敷衍して
ロビイングについての分析を紹介しておこう。アメリカにおけるロビイングを包括的に分析した
Drutman（2015）はその特徴や近年の動向について次のような分析を行っている。
政治活動団体の報告によると2012年の直接的なロビイングへの支払いは公開されているものだ
けでも33億１千万ドル（2010年は35億５千万ドル）であり，1983年の２億ドルの７倍（物価調整
後），10年前の18億２千万ドルと比べても著しい増加となっている（Drutman（2015,p8））。そして
その少なくとも78％はビジネス関係のロビイングで，これは労働組合や環境団体などのさまざま
な団体の支出額と比較すると2012年で34:1にも上り，その相対的な額は1998年に比べてもかなり増
加している。
1970年代以前は自社でロビイストを雇う企業はごく少数で，ほとんどが業界団体に利害を預け
ていたが，今では自社でロビイストを雇うとともに外部のロビイング会社にも顧問料を支払ってい
る。ロビイングは議員とつながりをつくって，自社の政治的要求を理解してもらわなければならな
いため，最初は非常に手間がかかる。しかし一度つながりができると自社のニーズに沿った成果が
出やすくなるので，企業は継続的にロビイングに支出し続ける傾向が見受けられる。他方で，近年
ロビイングが非常に競争的になってきているため，成果を得ることが難しくなる傾向も出てきてい
るとのことである。これはまさにレントシーキングの効率性としてタロックが示した，一定のレン
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ト獲得額に対して，レントシーキングへの参加者が増えるほど，総支払額が増加する，という状況
である。
Drutman（2015）ではロビイングの規模9がどのような変数に相関関係を持つか，実証分析を行っ
ている。この中で注目すべきは，ロビイングの規模が企業の売上額と有意な正の相関関係にあり，
企業の利潤とは有意な関係にないということである。つまり大まかに言ってロビイングは企業の規
模と相関し，大企業ほどロビイングの大規模になる傾向があるということである。
では企業がロビイングではなく，直接政治家の選挙の応援に資金を支出する規模などのくらいな
のか。Drutman（2015,p93）の2007年のデータによるとロビイング支出５万ドル未満の企業でPAC
を持っている企業はわずか３％で，PACへの支出はロビイング支出と比べて１対40.9に過ぎない。
ロビイング支出が100万ドルを超える最も政治活動が活発な企業は大規模なPACを持っており，
これを通じて平均131.4人の候補者に貢献しているが，PACへの支出はロビイングへの支出に比べ
て１対14.1と，やはりロビイングへの支出に比べると遥かに少ない。このように金銭的規模からい
えば，企業は選挙への貢献よりロビイングによる政治家への働きかけにはるかに力を注いでいるこ
とがわかる。
以上のように急速に規模を拡大しつつあるロビイングは経済にどのような影響を与えていると言
えるだろうか。経済学ではレントシーキング自身を資源の浪費と捉える。それに加えてDrutman
（2015）は，ロビイングの増加は現存の市場プレイヤーを守り，新規のイノベーションを妨げる傾
向にあるとしている。
ではロビイングへの規制を行うべきか，ということに関してDrutman（2015）はそう単純にはい
かないとしている。ロビイストが増加する一方で，行政サイドのスタッフの政策形成能力が低下し
てきているのである。若手のスタッフは行政経験を積むとより待遇のよいロビイストへと転身する
ことが多いという。従って，単純にロビイングを規制するというよりも労働組合や環境団体などの
オルタナティブな勢力に公的にロビイングをサポートするシステムが必要であると述べている。
第５章　集合行為論と地球環境問題
グローバリゼーションの中で外部不経済性がなかなか内部化できない背景にある企業の政治過程
について考えてきたが，他方で環境改善を推進する側の政治過程をどう考えたらよいのか。地球規
模の環境問題がさまざま社会問題化してきた1980年代後半ごろから，環境NGOの活動が社会的に
クローズアップされるようになった。彼らは環境悪化によってデメリットを受ける将来世代や，発
展途上国などで地球環境の悪化の被害を受けている人々の直接我々が知ることができない声の代弁
者ともいえるだろう。
9 ロビイングの規模の指標として，各企業が自社で雇っているロビイストの人数と顧問料を支払っている
ロビイング会社の数の合計を用いている。
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しかしこれらの団体は企業や業界団体と比較すると一般に小規模で資金力が乏しく，強い政治力
を発揮することができない。この現象は前述の集合行為論で説明できるだろう。Olson（1965）は
集合財10の供給を巡って集団の規模を３種類に分類している。その中で大集団について「どの単一
成員の分担も全体としての集団，あるいは集団の単一成員の負担もしくは便益にそれほどの違いが
生じないような大集団では，次の場合を除いては，確かに集合財は供給されないであろう。つまり，
共通の利益に沿って行為するように大集団の成員を導く強制あるいは外部的刺激が存在する場合を
除いてである。」と述べている。つまり自らの負担の多寡によって，恩恵が変わらないような場合，
強制がなければフリーライダーが多数発生するため，集合財が供給されないということである。
持続可能な環境レベルも一種の集合財と捉えることができるだろう。環境を守るための活動を実
行したり，環境NGOに寄付したりといった負担をしてもしなくても自らへの恩恵は変わらないの
で，フリーライダーが一般的になり，持続可能な環境レベルが保たれないことになる。公共経済学
ではこのような公共財については政府が供給すべきということになるが，しかし肝心の問題は政府
に十分は環境政策を取らせるような政治的圧力が構造的に不足しているということである。
以上のことから，環境政策にネガティブな政治力を抑制するか，逆に前章第５節にも言及されて
いるように，集合行為問題に直面する環境保護勢力の政治力を何らかの形で強化するという方策を
考えなくてはならないだろう。
第６章　むすびにかえて
企業の政治過程が持続可能な発展にブレーキをかけている面がある。そういう認識から企業の政
治過程についての研究の潮流についてレビューしてきた。自律的に規範的行動をとれない政府を前
提にした場合，持続可能な発展のためにはさまざまなステークホルダーの政府への働きかけについ
てのパワーバランスを変える必要がある。政治過程のパワーバランスに影響するのはカネと票と人
事である。
本稿ではその中でカネの問題に特化してレビューしてきた。公共選択論におけるレントシーキン
グについての分析はレントシーキングが経済効率性を損ねるという観点から，政府のさまざま規制
や政策を抑制するべきとの視座に立ったものが主流であった。しかし地球環境問題はまさに市場が
有効に機能しない「市場の失敗」の代表例であって，当然規制緩和して市場にまかせたのでは解決
されない。「市場の失敗」を是正するためにレントシーキングをどのように制御すべきか，という
ことが追究されなければならない。このような研究視点は公共選択論の分野では残念ながらまだ立
ち上がっておらず，今後力を入れていくべき研究ニッチではないかと考える。
本稿でフォローしきれなかったが，企業の政治過程の中でカネの部分についてのより直接的なア
プローチとして政治資金に関する研究がある。Scarrow（2007）はさまざまな国と時代の政治資金
10この場合の用法は，公共経済学でいう公共財あるいはクラブ財のカテゴリーにあたると考えられる。
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に関する制度についての包括的レビューを行っている。その中で，政党への大規模な寄付の規制や
逆に弱小政党への公的支援などさまざまな制度が各国で行われてきたことが示されている。しかし
詳細な比較研究についてはまだまだ発展途上であるとのことである。
票の問題も重要である。立法府の意思決定は，選挙により間接的に民意が反映されることが前提
とされているが，現在各国でメジャーな選挙制度は民意を反映しにくいのではないか，という問題
提起もある。経済学の社会的選択理論の分野では多数決原理についての考察が行われている。坂井
（2015）によると，多数決という方式は「自分の判断のうちごく一部に過ぎない「どの候補者を一
番に指示するか」しか表明できない。二番や三番への意思表明は一切できない」方法だという。例
えば３人の候補者がいたとしよう。多数決で当選した候補者に投票しなかった全員が当選者に著し
く低い評価を持っているような場合，仮に決選投票があったとすれば，その候補者は選ばれないだ
ろうと考えられる。つまり２位と３位の候補者で票割れが発生しているのである。単純多数決の投
票に勝利しようとすれば，支持者に甘い汁を吸わせてその他の人を冷遇するという戦略が効率的な
選挙戦略ということになる。地球環境問題の対策のように誰もがある程度は重要だと考えるが，自
らの利害にかかわる優先課題に比べると優先度が落ちるような問題に熱心に取り組むような候補者
は単純多数決では歩が悪いということになる。このような場合例えばボルダルール11のような点数
制をとると一部の有権者からは１番支持されて，他の有権者からは極めて評判の悪い候補者は当選
しにくい。持続可能な発展に資する選挙制度も研究されるべき分野ではないだろうか。
そして人事についてである。これについては米国での「回転ドア」や日本の「天下り」のように
企業の政治過程の一形態としてよく取り上げられる問題である。環境問題の分野でも，遺伝子組み
換え作物についてのモンサント社の事例など追究すべき分野は多くあると考えられる。
あるいはグローバルゼーションにより，国とグローバル企業の力関係がますます後者優位になっ
ていく中で，そもそも自律的に規範的行動をとれない政府に働きかけるのではなく，むしろグロー
バル企業そのものに行動規範を求めるベクトルも考えざるを得ないのかもしれない。
持続可能な発展をめぐる政治経済学にはこのように今後分析が必要な課題が多く残されており，
ぜひこの分野についての社会的関心が高まることを期待したい。
11坂井（2015）によると「１位に３点，２位に２点，３位に１点というように，順位に等差のポイント
を付け加点していくやり方」である。
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